
事業番号 0074
                       平成２４年行政事業レビューシート              (法務省)

作成責任者

事業開始・
終了(予定)年度

昭和３４年度 担当課室 総務企画部総務課
総務企画部副部長

丸山　毅

事業名 法務に関する調査研究 担当部局庁 法務総合研究所

会計区分 一般会計 施策名 法務に関する調査研究

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

法務省設置法第４条第６号
法務省組織例第６１条，第６２条第１項第１号

関係する計画、
通知等

犯罪に強い社会の実現のための行動計画２００８
犯罪被害者基本計画（平成１７年１２月）

予
算
の
状
況

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

検察，裁判、矯正及び更生保護の各分野における諸政策の今日的課題に関して，各分野を横断する幅広い実証的調査・研究を
実施し，刑事政策の立案・実施等に資する基礎資料を提供する。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

経常研究として，犯罪の動向・犯罪者の処遇に関する調査・研究を行い，その成果を「犯罪白書」として発表する。特別研究とし
て，法務本省の各局が抱える刑事政策の課題に関する調査・研究を行い，その成果を「研究部報告」等として取りまとめる。

40 34

実施方法 ■直接実施　　　　　　　■業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万
円）

繰越し等 0 △ 1

23年度

－

21年度 22年度

補正予算 0

24年度

31 33

25年度要求

当初予算 43

△ 4

1

計 43 35 35 31 33

執行額 34

執行率（％） 79.1% 71.4% 91.4%

25 32

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標 単位

調査研究の成果（犯罪白書・研究部報告）が記
事において利用（引用）された本数

成果実績

達成度

本

％

131

21年度 22年度 23年度
目標値

（20年度）

111 132 120

109.2% 92.5% 110.0%

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

調査研究（犯罪白書・研究部報告）に係る個別
研究の実施数

活動実績
（当初見
込み）

個

21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

373 373 380 （375）

単位当たり
コスト

84,210（円／個） 算出根拠
平成２３年度執行額÷調査研究（犯罪白書・研究部報告）に係る個別
研究の実施数

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

費　目 24年度当初予算 25年度要求

職員旅費 4 4

試験研究費 25 27

主な増減理由

諸謝金 2 2

委員等旅費 0 0

計画終了に伴う減，印刷物の部数及び単価の実績反映に伴う減，業務委託等の役務作業の見直しに
伴う減，新規研究立ち上げに伴う増

計 31 33
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平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

関連する過去のレビューシートの事業番号

0071 0066

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。 本事業は，国民の安全を守るため，有効な刑事政策を
立案，検討するための基礎資料の提供を目的とするもの
であって，優先度は高く，また，性質上，その実証的な研
究は，法務省以外の研究機関での実施が著しく困難で
あるため，法務省で行う必要性が高い事業である。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

予算の執行に当たっては，支出の妥当性，相当性，競争
性を確保するとともに，コスト削減に努め，事業目的に必
要なものに限定している。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

達成度は向上しており，ほぼ活動見込どおりの実績と
なっている。
なお，成果物について，継続的に活用されている。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっている

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

本事業は，法務省関係部局において，諸施策を有効適切に実施するための基礎資料を提供することを目的とするものであり，今後も時宜に
かなった課題を選定するよう努め，調査・研究の内容，手法等を精査することとしたい。

予算監視・効率化チームの所見

一
部
改
善

　調査研究について精査・見直しを行い，経費の削減を図るべきである。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

縮
減

　所見のとおり，研究資料の発行部数及び印刷物単価等の見直しを図ることにより，経費を削減した。（▲３百万円）
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※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足
する）（単位：百

万円）

法務総合研究所

32百万円

Ａ　（社）新情報セン
ター等

28百万円

Ｂ　個人
1百万円

Ｃ　個人
0百万円

Ｄ　個人
3百万円

【諸謝金】 【委員等旅費】 【職員旅費等】

犯罪被害実態（暗
数）調査等

研究評価検討委員
会出席に係る交通
費等

外国人少年の犯罪
に関する研究会出
席謝金等

白書に関する資料収
集のための交通費等

【一般競争契約・随意契約】
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費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロック
ごとに最大の金
額が支出されて
いる者について
記載する。費目
と使途の双方で
実情が分かるよ

うに記載）

A.　（株）新情報センター E.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

雑役務費 犯罪被害実態（暗数）調査 6

金 額
(百万円）

費　目

0

B.　個人A F.

計 6 計

使　途
金 額

(百万円）

会議出席謝金
外国人少年の犯罪に関する研究
会出席謝金

0

費　目 使　途

0計 0 計

C.　個人K G.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

委員等旅費
研究評価検討委員会出席に係る交通
費等

0

0

D.　個人P H.

計 0 計

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目

外国旅費
無差別殺傷事犯の研究における英国
実地調査のための外国出張に係る交
通費等

1

使　途
金 額

(百万円）

計 1 計 0
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支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

入札者数 落札率

5 99.4

支　出　先

1
（社）新情報センター（一
般競争入札）

犯罪被害実態（暗数）調査　 6

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

2
日本アイ・ビ－・エム（株）
（性質随契）

ＩＢＭ　ＳＰＳＳソフトウェア　 5

4 64.4

3
朝日梱包（株）（一般競争
入札）

法務総合研究所研究部報告４３梱包発送料等 2

随意契約

3 82.7

2 96.5

4
新高速印刷株式会社（一
般競争入札）

5
光洋商事（株）（一般競争
入札）

平成２２年版犯罪白書翻訳等業務 1

２０１０年版犯罪白書英文資料印刷 2

6
レクシスネクシス・ジャパ
ン（株）（性質随契）

外国法律文献データベース利用料 1

2 99.0

7
株式会社　アライ印刷（少
額随意契約）

法務総合研究所研究部報告４３印刷 1

随意契約

随意契約

2 59.8

8
株式会社紀伊國屋書店
（一般競争入札）

9
日経印刷（株）（一般競争
入札）

平成２３年版犯罪白書印刷　 1

平成２３年定期外国雑誌等
1

(1)

1 91.410
（株）土木田商店（一般競
争入札）

法務本省各種備品（ＯＡ機器類） 0.6

入札者数 落札率

- -

支　出　先 業　務　概　要

1 個人Ａ 研究会出席等 0.4

支　出　額
（百万円）

2 個人Ｂ 英国出張に関する謝金 0.3

- -

3 個人Ｃ 研究会出席等 0.1

- -

- -

- -

4 個人Ｄ

5 個人Ｅ 研究会出席等 0.1

研究会出席等 0.1

6 個人Ｆ 研究会出席等 0

- -

7 個人Ｇ 研究会出席等 0

- -

- -

- -

8 個人Ｈ

9 個人Ｉ 研究会出席等 0

研究会出席等 0

10 個人Ｊ 研究会出席等 0

- -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

- -

入札者数 落札率

- -

1 個人Ｋ

2 個人Ｌ 研究評価検討委員会出席に係る交通費等 0

研究評価検討委員会出席に係る交通費等 0

3 個人Ｍ 研究評価検討委員会出席に係る交通費等 0

- -

4 個人Ｎ 研究評価検討委員会出席に係る交通費等 0

5 個人Ｏ 研究評価検討委員会出席に係る交通費等 0

- -

- -

- -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

- -

1 個人P

2 個人Q 公務出張にかかる交通費等 0.6

公務出張にかかる交通費等 0.8

3 個人R 公務出張にかかる交通費等 0.2

- -

4 個人S 公務出張にかかる交通費等 0.2

- -

- -

- -

5 個人T

6 個人U 公務出張にかかる交通費等 0.1

公務出張にかかる交通費等 0.1

7 個人V 公務出張にかかる交通費等 0.1

- -

8 個人W 公務出張にかかる交通費等 0.1

- -

- -

- -

9 個人X

10 個人Y 公務出張にかかる交通費等 0.1

公務出張にかかる交通費等 0.1
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